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研究成果の概要（和文）：言語進化研究において，実際に使用される単語の通時的な語義の変化や，その関連用
語の動的変化を表したデータベースはこれまで存在しなかった．そこで，本研究では法令用語に着目した．本研
究の目的は，語義が通時的に変化する法令用語のオントロジーを構築し，語義変化のモデル化を行うことであ
る．本研究のタスクは，法令用語オントロジーの構築，通時的変化の描画ツールの作成，および実際の言語進化
のモデル化のように，大きく３つに分けられる．法令用語オントロジーに関しては，延べ27,737用語の定義語と
36,698個の用語巻の上位下位関係が得られた．これをもとに言語進化のモデル化を行い，その有用性を示した．

研究成果の概要（英文）：Simulation studies have played an important role in language evolution. 
Although a variety of methodologies have been proposed so far, they are typically too abstract to 
recognize that their learning mechanisms properly reflect actual ones. One reason comes from the 
lack of empirical data recorded for a long period with explicit description. Our purpose in this 
paper is to show simulation models adapt to actual language change. As empirical diachronic data, we
 focus on a statutory corpus. In general, statutes define important legal terms with explanatory 
sentences, which are also revised by amendment. This study consists of 3 tasks: compiling a legal 
term ontology, developing a drawing tool for diachronic change in legal terms, and simulation 
modeling with actual language change. We successfully extracted legal terms, their explanations, and
 their relations. We found 27,737 terms and 36,698 relation. We showed this database is useful in 
the study of language evolution.

研究分野：法情報学

キーワード： 法令用語　通時的変化　ターミノロジー　シミュレーション　言語進化

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
  言語進化研究とは，分野横断的な学術分野
であり，言語学，認知生物学，ロボット工学
など多くの研究分野の研究者が携わってい
る．その中でも，計算機によるシミュレーシ
ョンが理論の検証に大いに役立っているが，
現実と比較してモデルが過度に抽象的にな
りがちである．ここで，実際の単語の通時的
変化を扱ったオントロジーがあれば，より具
体的なモデル化が可能となる． 
  語彙の通時的変化を抽出した研究として，
WEB 上の文書から文を構文解析したコーパ
スをもとに，ネットスラングによる語彙の変
化を発見，分析した研究がある．また，語義
変化のモデル化は，このような同じ語義をも
つ単語の変化を発見するだけではなく，単語
に含まれる語義の変化を発見することが必
要である．出現単語ごとにその語義が明示さ
れていれば発見しやすいのは自明である．語
義が明示されていれば，その変化を追うこと
で語義の通時的変化をとらえることが可能
である． 
  
２．研究の目的 
  言語進化研究において，実際に使用される
単語の通時的な語義の変化や，その関連用語
の動的変化を表したデータベースはこれま
で存在しなかった．版を重ねた電子辞書を用
いてもそれを構築することは難しい．そこで，
本研究では法令用語に着目した．法令用語は，
その法令で使用する前に語釈文を用いて定
義される．また，法令は社会情勢を反映して
改正または廃止される．改正には定義規定も
含まれることもあるため，定義語の変化と関
連用語の増減を通時的に表すことができる．
これを体系的に扱うことで，オントロジーを
構築することが可能となる．したがって，本
研究の目的は，語義が通時的に変化する法令
用語のオントロジーを構築し，語義変化のモ
デル化を行うことである． 
    法令において重要な用語は，その使用の
前にあらかじめ定義される．その一方で，法
改正によって定義語は追加，変更，削除され
る（図 1参照）．ガス事業法（昭和 29年法律
第 51 号）は，これまで 30 回の改正（うち最
後の改正は未施行）が行われ，そのうち定義
語の改正は7回あった．(1)制定された当初，
定義規定によって定義された用語は2個であ
った．(2)第 1 回目の改正によって，もとも
と「ガス事業」の定義として与えられていた
語釈文が「一般ガス事業」の定義となった．
「簡易ガス事業」が追加され，これらの上位
語として「ガス事業」が新たに定義された．
つまり，「ガス事業」の語義が変更され，関
連用語が増加したことを意味する． (3)平成
26 年 10 月現在，定義規定によって定義され
ている用語は 15 個ある．この間に「卸供給」
という用語が定義されたが後に削除された．
また，「接続供給」という用語は「託送供給」
に名称が変更された．これらの消滅した語は，

世相を反映して淘汰されたと考えることが
できる． 
  図 1 にある「ガス事業」の語義が図中(1)
から(2)に変化する部分を該当法律から抜粋
すると，以下のようになる． 
 
ガス事業法（昭和 29 年法律第 51 号） 
第二条 この法律において、「ガス事業」
とは、一般の需用に応じ導管によりガスを
供給する事業をいう。 
 
ガス事業法（昭和 29 年法律第 51 号）（昭和
45 年法律第 18 号による改正） 
第二条 この法律において、「一般ガス事
業」とは、一般の需要に応じ導管によりガ
スを供給する事業（第三項に規定するガス
発生設備においてガスを発生させ、導管に
よりこれを供給するものを除く）をいう。 
（中略） 
３ この法律において「簡易ガス事業」と
は、一般の需要に応じ、政令で定める簡易
なガス発生設備(以下「特定ガス発生設備」
という。)においてガスを発生させ、導管
によりこれを供給する事業であつて、一の
団地内におけるガスの供給地点の数が七
十以上のものをいう。 
（中略） 
５ この法律において「ガス事業」とは、
一般ガス事業及び簡易ガス事業をいう。 

 
３．研究の方法 
  本研究は，法令文中に現れる定義語の変化
を通時的にとらえたモデル化を目的とし，以
下の二つのサブタスクからなる． 
 
①オントロジーの構築： 定義語の抽出，法
改正による語義の変更を行う． 
②通時変化のモデル化： オントロジーを利
用して言語進化のシミュレーションに実装
し，通時変化のモデル化を行う． 
 
  ①オントロジーの構築に関しては，定義規
定コーパスを作成する．ここに記載されてい
る定義語とその語釈文から(1)上位下位関係
の抽出，(2)法律を超えた類似定義語の抽出，
(3)法改正による変化の追跡を考慮したネッ
トワークの構築を行う． 
  ②に関しては，①で獲得した語義や関連語
彙の変化を言語進化モデルに取り込み，シミ
ュレーションを行う． 
 
４．研究成果 



４．１ 定義規定コーパスの整備 
  民間の法令データベースから法律の定義
規定をクローリングした．ここには，平成１
３年以降に有効な全法令および，主要な法令
については新規制定以降格納されている．ま
た，廃止法によって定義規定を含む法律が廃
止されたものを加えた．結果として，定義規
定 1,121 箇条（ひとつの法律に複数の定義規
定を含む場合があるため，法律の本数と定義
規定の数は一致しない）を獲得した．このう
ち，定義規定に変化があるものは 537 箇条，
変化がないものは 533 箇条，廃止されたもの
は 51 箇条だった． 
  取得した定義語の数は，延べ 27,737 用語
の定義語と 36,698 個の用語巻の上位下位関
係が得られた．関係の精度は，100 個のラン
ダムサンプリングによる抽出で 88.0%だった． 
 
４．２ ターミノロジーの構築 
  平成 27 年 4 月 1 日現在有効な定義語延べ
6,890 語（異なり 5,077 語）に対するターミ
ノロジーを構築した．それに合わせて，検
索・表示を行うためのツールを開発した．  
 
４．３アニメーション描画ツールの開発 
  定義語の語釈文から抽出される定義語間
の関係について，通時変化のアニメーション
描画を行うツールを開発した．定義語の法改
正があった法律 588 本に含まれる定義語
5,208 語を対称とする．このうちの任意の定
義規定について選択，描画が可能であり，同
じ時間に共有していた定義語間の関係を可
視化することができた．実行画面を図２に示
す． 
 

図２ 定義語の通時的変化描画ツール 
 
４．４ 通時変化のモデル化 
  実際の通時変化を利用した言語進化のモ
デル化を行った．モデルには，Kirby による
繰り返し学習モデル（KILM）をベースとした
認知バイアスを考慮した文法獲得を行うよ
うに修正したモデル（MSILM）を採用した． 
  KILM とは，親子の間で行われる言語獲得モ
デルである．話者である親は，自身が持つ文
法をもとに発話をするのに対し，聞き手であ
る子は，発話から文法の推論を行う．一定の
発話を聞いたあとで世代交代が行われ，子は

親となり，新たな子に発話を行う．これを何
世代か繰り返すことで文法が精緻されると
いうモデルである． 
  MSILM では，KILM に２つの次の制約を加え
た．(1)親子間でブロックワールドを共有し，
発話内容はその世界の出来事に限定する．
(2)発話から意味を推測する際，複数の候補
が得られたときは，認知バイアスによって曖
昧性を解消する．ここでは，ブロックワール
ドにガス事業法における定義語の関係を用
いた．その際，現実の１年は，モデルの１世
代に対応することとした．これにより，実際
の社会変化の様子をモデル化することで言
語獲得にどのような影響を及ぼすかを観察
することができる． 
  実験結果を図３に示す．世代に対する言語
の表現能力を表している．実験を 50 回ずつ
行った平均をプロットした．このモデルのポ
イントは，エージェントがいかに構成的な文
法を獲得するかにかかっている．現実の言語
変化は不安定であり，30 世代付近で大きな変
化が起こっていることを示している．このと
き KILM は，表現能力がそれほど伸びていな
いのに対し，MSILMB では，表現能力が飛躍し
たことを表している．このように，実際の言
語変化の実態をモデルに組み込むことで，よ
り現実的な実験を行うことが可能となった． 
 

図３ 実験結果 
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